
１ はじめに

我が国のガス事業では、１９９５年に施行されたガ

ス事業法の改正によって、大口需要家を対象とす

るサービスに新規参入が認められた。その後、

１９９９年と２００４年の法改正によって自由化の対象範

囲の拡大、価格規制の見直しや情報開示等の競争

条件の整備が行われてきた１）。しかし、新規参入

が認められ１０年以上が経過したが、同じネット

ワーク産業である情報通信事業と比較して、ガス

事業における規制緩和の歩みは緩やかであり、実

態面においても既存企業が高い市場占有率を維持

している。この点は、１９８５年という比較的早い時

期にすべての分野に新規参入が認められ、競争が

進展している情報通信市場とは様相を異にする

が、ガス事業の規制改革は、市場成果の改善に貢

献しているのだろうか。本論文の目的は、ガス事

業者の１０年間の効率性の計測を通じて、情報通信

産業との比較を踏まえながら、ガス産業における

規制改革の効果を検証することにある。

Gordon, Gunsch and Pawluk（２００３）は、ガ

ス事業の実証研究が、情報通信や電力と比較して

少ないことを指摘しているが、この状況は日本の

ガス事業にも当てはまる。情報通信事業では、

１９８０年代半ばのほぼ同時期に、日米英で大規模な

規制改革が行われた。この規制改革に至る活発な

政策論議が実証分析の必要性を喚起し、また、改

革の効果の検証として、実証研究が行われるとい

うように規制改革と実証研究の間に正のフィード

バックが見られる。また、電力事業の場合は、情
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報通信事業よりも規制緩和は緩やかであるが、エ

ネルギー産業の中心的な産業であること、企業規

模が大きく、データが整備されていること、生産

物が電力という均一の品質の単一生産物であると

いう実証分析に比較的馴染みやすい特性を有す

る。このような状況から、Christensen and

Green（１９７６）の規模の経済性の計測を始め、早

い段階から電気事業に関する実証分析の蓄積は進

んできた。これに対し、日本の私営の一般ガス事

業者は、２００６年度末現在、１８０社が存在するが、

上位３社で日本全体の販売量の７５％を占め、少数

の大規模企業と多数の中小規模企業という産業構

造をとる。さらに、利用する原料の種別や企業を

取り巻く環境に相違があることも実証分析を難し

くしている。このため、本論文で行う実証分析

も、データの制約の中での分析とならざるを得な

い。以下、第２節ではガス事業の効率性に関する

実証分析のサーベイを行う。第３節および第４節

は、それぞれモデルとデータの説明である。第５

節は計測結果、第６節は結語である。

２ 既存研究のサーベイ

規制改革の評価を検証するため、しばしば生産

性や効率性が指標として採用される。生産性分析

はガス産業に限らず、様々な分野で行われてお

り、研究の蓄積が進んでいる。一方、経済学では

企業の効率的操業を仮定して分析することが多

く、非効率性に関する研究事例は多いとは言い難

い。非効率性の計測方法には、大別して生産関数

または費用関数の推定を通じて行うパラメトリッ

ク・アプローチと、特定の関数形を仮定しないノ

ンパラメトリック・アプローチに分けられる。後

者の代表例が DEA（Data Envelopment Analy-

sis）である。米国のガス事業の効率性分析とし

ては、Sickles and Streitwieser（１９９２）および

衣笠（２０００）が挙げられる。米国のガス事業は、

ガスの製造、パイプラインによる輸送、家計や企

業への供給が別会社で行われていることから、

Sickles and Streitwieser（１９９２）は州際パイプ

ライン事業、衣笠（２０００）は配給部門を分析対象

とする。Sickles and Streitwieserは、１９７７～１９８５

年の州際パイプライン輸送事業を営む１４社の効率

性を、トランスログ型生産関数と DEAの双方で

計測した。２つのモデルから得られた企業別の効

率性の結果はやや異なるが、時系列では双方のモ

デルで効率性の低下がみられる。また、衣笠は、

１９７１～１９９５年のガス配給部門を対象に、コブダグ

ラス型生産関数の推定を通じて効率性と技術進歩

率を計測するとともに、これとは別に算出された

Törnqvist指数による TFP変化率を、生産関数

より得られた規模の弾性値を用いて要因分解し

た。衣笠は、ガス配給事業には規模の経済性が存

在すること、１９８７年以降、非効率性が増大してい

ることを報告している。

また、Carrington, Coelli and Groom（２００２）

は、１９９７年と１９９８年のオーストラリアと米国のガ

ス配給事業を対象に DEAを使って技術効率性の

計測を行った。Carrington, et al.（２００２）では、

米国企業も対象に含めているが、分析の目的はあ

くまでもオーストラリアのガス事業であり、それ

らを比較するために米国企業を分析対象に加えて

いる。また、計測された技術効率性を気温やネッ

トワーク設備の使用年数を説明変数とする回帰分

析を行った結果、双方の変数とも有意ではなく、

効率性の水準を規制の設計に利用する場合、環境

要因を調整する必要はないと、Carrington, et al .

は結論付けている。

また、効率性を価格規制の評価と関連づけた研

究に、Hammond, et al.（２００２）がある。Hammond,

et al. は、１９３７年の英国１２１社のガス事業者の技

術効率性を DEAで計測した。７０年ほど前の１９３７

年の状況を分析対象とした理由は、当時の英国の

ガス事業では、価格上限規制（maximum price

system）、スライディング・スケールおよび基本

価格システム（basic price system）と呼ばれる

３つの価格規制が併存して適用されていたことに

よる。企業によって異なる価格規制が適用されて

いたことから、どの価格規制が効率性向上に貢献

するかを識別することができる。DEAによる効

率性の計測から、基本価格システムの方式が適用

されていたガス会社の効率性が最も高いと報告さ
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れている。

我が国のガス事業の効率性に関しては、内閣府

（２００１）が都市ガス事業を営む６社のガス製造部

門の効率性を、１９８０～１９９９年を対象にトランスロ

グ型費用関数の推定を通じて計測している。１９８１

～１９８５年の非効率性は１１％、１９９１～１９９５年では

１０％であったのに対し、１９９６～１９９９年の非効率性

は６％に改善したと報告されている。このことは

大口需要家市場の自由化以降、大手ガス事業者の

製造部門の効率性が改善傾向にあることを示す。

ガス事業は、大別してガスの製造、輸送、企業

や家計へのガスの供給という垂直的な３部門に分

けられる。米国をはじめ諸外国の企業では、その

一部のみを自社の事業領域とするところがあるの

に対して、我が国の大手ガス事業者は、製造と供

給の垂直統合形態をとる。一方、これまでサーベ

イした効率性の分析は、一部門を事業領域とする

企業の効率性分析あるいは、内閣府（２００１）のよ

うに統合形態のうちガス製造という一部門のみを

取り出した計測事例であった。しかし、後者の方

法では、垂直統合形態の企業のどの部門に非効率

性が存在するのかを判別することはできない。こ

れに対し、Färe and Grosskopf（２０００）は、部門

間の垂直的あるいは水平的な連結をモデル化し、

中間財を含めて効率性を計測するネットワークモ

デルを提案した。Färe and Grosskopfは、企業

内部の行動をモデル化するネットワーク DEAに

対し、外部からの投入と外部への産出のみを扱う

伝統的な DEAモデルをブラックボックスと称し

ている。

ネットワーク DEAは、最近、研究事例が見ら

れるようになった。Sexton and Lewis（２００３）

と Lewis and Sexton（２００４）は、米国の大リー

グの活動に２段階の DEAモデルを適用し、

Löthgren and Tambour（１９９９）はスウェーデン

の調剤業、Prieto and Zofio（２００７）は OECD諸

国の経済活動にネットワーク DEAを応用した。

日本のガス事業と同様に、発電、送電、配電とい

う垂直的構造を有する電気事業に関しては、筒

井・刀根（２００８）が、スラックベース（a slack-

based measure）のネットワーク DEAで日本と

米国の電力事業の効率性を計測している。本論文

においても、ガス事業のどの部分に非効率性が存

在するのかを識別するため、ネットワーク DEA

を使って技術効率性の時系列での変化を検討する

こととしたい。また、スラックベースの計測は、

Tone（２００１）により導入されたもので、伝統的

な CCR（Charnes−Cooper−Rhodes）や BCC

（Banker−Charnes−Cooper）が投入ベクトル

（産出ベクトル）の比例的な削減（拡大）に基づ

き効率性を計測するのに対し、この方法は投入過

剰または生産不足というスラックを直接的に取り

扱う。このため、スラックベースの計測は、CCR

や BCCモデルよりも、効率化に向けてより現実

的な改善案を提示することが可能となる。

３ モデル

本論文は、Tone and Tsutsui（２００８）によって

提案されたスラックベースによるネットワーク

DEAモデルを使って、ガス事業の技術効率性を

計測する。ここでは、n社のガス事業者の構造

を、ガスの製造と供給という２つの部門（k＝

１，２）に分けた。k＝１が製造部門、k＝２が供給

部門であり、企業の構造を図示したものが図１で

ある。ガス製造部門は労働、資本と液化天然ガス

（LNG）等の原料を使ってガスを製造し、供給

部門は中間投入に当たる製造されたガスに、外部

から購入したガスを加え、労働と資本を使って企

業や家計にガスを供給する。

j番目のガス事業者（j＝１，２. . .，n）の k部門

の投入量を xj
k、k部門の投入財の数をmkとす

る。xj
kは、xj

k∈Rmkである。同様に、j企業の k

部門の生産量を yj
kとする。yj

kは、yj
k∈Rであ

る。ガス事業者の製造部門から供給部門への投入

量を zj
（１，２）、�kは k部門の非負ベクトル（non−

negative intensity vector）とする。ガス事業の

規模の経済性を計測した竹中・浦野（１９９４）は、

規模の経済性、あるいは部門によっては規模の不

経済性の存在を報告していることから、ここでは

規模に関して収穫可変のモデルを採用する。規模

に関して収穫可変の生産可能性集合｛xk, yk, z（１，２）｝
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は、�式のとおり定式化される。

xk＞－Σnj＝１xj
k λj

k（k＝１，２）

yk
＜－Σnj＝１yj

k λk（k＝１，２）

z（１，２）＝Σnj＝１zj
（１，２） λj

２

z（１，２）＝Σnj＝１zj
（１，２） λj

１ �

Σnj＝１ λj
k＝１

λj
k＞－０

また、日本の一般ガス事業者には供給義務が課

せられていることから、ここでは DEAの投入型

モデル（input oriented model）を採用する。s

はスラック、wkは費用全体に占める k部門の費

用の比率（ウエイト）、＊は最適解であることを

示すとき、o企業の企業全体の効率性（overall ef-

ficiency）は、�式で算出される。

θo* = min Σ２k＝１wk［１－１mk（Σmk
i＝１

si
k－

xio
k ）］ �

制約式 xo
k
＝Xk

�k＋ sk－

yo
k
＝Yk

�k－ sk＋

e�k＝１
�k＞－0，sk－＞－0，sk＋＞－0
Z（１，２）�２＝Z（１，２）�１

ここで、

Xk＝（x１k, . . . ,xn
k）∈Rmk×n

Yk＝（y１k, . . . ,yn
k）∈Rn

Z（１，２）＝（z１（１，２）, . . . ,zn
（１，２））∈Rn

θo
* =１のとき、o企業は企業全体として効率的で

ある。また、k部門の効率性（divisional effi-

ciency）は、�式の最適解を使って、�式で得ら

れる。

θok =１－１mk［Σmk

i＝１

si
k−＊

xio
k］ �

θok =１のとき、o企業の k部門は効率的である。

４ データ

�１ データの概要

日本の大手ガス事業者はガスの製造と供給の双

方を行う垂直統合形態をとる。一方、ガス事業者

の中には、自社内では製造を行わず、外部からガ

スを購入し、区域内の需要家への供給を行う形態

もある。ここでは企業内部の垂直的構造を加味し

た上での効率性の計測であることから、熱量

（１０００メガジュール２）：１０００MJ）で測ったガスの

生産量と購入量の合計に占める生産量の比率が、

計測期間中の平均で８０％を超える一般ガス事業者

に対象を限定した３）。

本論文の計測に必要なデータは、『有価証券報

告書』と『ガス事業年報』より入手した。２００６年

度で『有価証券報告書』を提出している一般ガス

事業者は２２社である。この中で過去１０年に遡って

『有価証券報告書』を作成し、かつ、生産量比率

が８０％を超える一般ガス事業者は、東京瓦斯、大

阪瓦斯、東邦瓦斯、西部瓦斯、広島ガス、山口合

同ガス、四国瓦斯、日本瓦斯、日本海ガス、新日

本瓦斯、沖縄瓦斯、八戸ガス、弘前ガス（２００６年

度の販売量が多い順）の１３社である。これら企業

の概要をまとめたものが表１である。

上位３社の東京瓦斯、大阪瓦斯、東邦瓦斯の販

図１ ガス事業者の企業構造
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売量は、私営事業者の販売量合計の７５．８％、今回

の分析対象である１３社の販売量合計の９２．９％を占

める。また、大口需要家が多数存在することは、

効率化に寄与すると想定されることから、表１で

は販売量合計に占める工業用販売量の比率（％）

を掲載している。工業用販売比率は私営事業者全

体では平均で４９．３％であるが、沖縄瓦斯、八戸ガ

ス、弘前ガスでは１％以下であり、これら３社は

一般世帯を対象にサービスを提供している。さら

に、大手企業が液化天然ガスを主たる原料とし、

液化石油ガス（LPG）からの転換をほぼ完了し

ているのに対し、中小規模の企業は液化石油ガス

から液化天然ガスへの移行途上あるいは原料の

１００％を液化石油ガスに依存しており、ガス事業

者間では、経営規模や販売先のほか、ガスの原料

にも差違が見られる。

図２は、本論文の計測対象である１３社合計の販

売量と従業員数の時系列の変化を図示したもので

ある。１９９７年度の販売量は、７，４５１億メガジュー

ルであったのに対し、２００６年度では１兆１，２５６億

メガジュールと、１０年間で１．５倍に増大してい

る。ガスの需要は、経済活動の水準、気温等の気

表１ ２００６年度時点の企業概要

供給区域
従業員
数（人）

需要家数
（メーター数）

販売量
（１０００MJ）

工業用
販売比率
（％）

一人当たり
販売量

（１０００MJ）

主な
原料

東京瓦斯 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県
茨城県 栃木県 群馬県 山梨県

８，９５７ ９，９５４，６４６ ５１３，８４９，１９８ ４５．８ ５７，３６８ LNG

大阪瓦斯 大阪府 京都府 兵庫県 奈良県
滋賀県 和歌山県

５，４２５ ６，８１９，７７５ ３７４，４５２，７３３ ５２．３ ６９，０２４ LNG

東邦瓦斯 愛知県 岐阜県 三重県 ３，９２６ ２，１８７，４５５ １５７，０００，７１１ ６４．８ ３９，９９０ LNG

西部瓦斯 福岡県 熊本県 長崎県 １，６１３ １，１３０，０３８ ３３，９７９，０７４ ３３．６ ２１，０６６ LNG

広島ガス 広島県広島市 呉市 尾道市 三原市 ６４８ ４２８，３３０ ２０，６９１，１０８ ５４．０ ３１，９３１ LNG

山口合同
ガス

山口県下関市 宇部市 山口市 防府市
周南市 光市 下松市

４４６ １６８，２３３ ７，９０７，９１９ ６３．２ １７，７３１ LNG

四国瓦斯 愛媛県今治市 松山市 宇和島市
香川県高松市 丸亀市 高知県高知市
徳島県徳島市

５４５ ２７５，４９４ ５，９６５，４６６ １２．１ １０，９４６ LNG
LPG

日本瓦斯 鹿児島県鹿児島市 ２４２ １５１，２７４ ４，８１７，８２１ ４０．１ １９，９０８ LNG

日本海ガ
ス

富山県富山市 射水市 高尾市 ３７３ ８２，５１７ ３，６５７，１６９ ５４．６ ９，８０５ LNG

新日本瓦
斯

埼玉県北本市 桶川市 鴻巣市 久喜市 １１８ ６０，２２７ １，７７３，３１３ １５．３ １５，０２８ LPG

沖縄瓦斯 沖縄県那覇市 浦添市 豊見城市 ８４ ５８，３０７ １，０２５，９６９ ０．２ １２，２１４ LPG

八戸ガス 青森県八戸市 ７０ １８，７８４ ３０５，７１５ ０．０１ ４，３６７ LPG

弘前ガス 青森県弘前市 ５１ １７，２１４ ２４７，６５５ ０．０ ４，８５６ LPG

上位３社合計 １８，３０８ １８，９６１，８７６ １，０４５，３０２，６４２ ５１．０ ５７，０９５

１３社合計 ２２，４９８ ２１，３５２，２９４ １，１２５，６７３，８５１ ５０．２ ５０，０３４

私営事業者合計 ３３，４７７ ２７，０８６，３２０ １，３７８，８１６，７０８ ４９．３ ４１，１８７

出典『ガス事業年報』により作成
（注） 供給区域は、ここで掲げた地域の全域をカバーしているものではない
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候条件、他のエネルギー需要等の複数の要因から

影響を受ける。１９９７年度から１９９８年度のガス販売

量の伸びは小さいが、この時期では実質 GDPの

対前年度変化率がマイナスとなり、景気後退期に

当たる。これに対し、２００３年度以降は、ガスの販

売量、特に工業用販売量が増大している。その背

景として、実質GDPが２００３年度に対前年度２．１１％

増大し、それ以降２％前後で伸びていることに加

え、エネルギー価格の上昇や地球温暖化問題への

関心の高まり等によって、大口需要家を中心に石

油等からガスへの転換が促されたことが指摘され

ている４）。

�２ データの作成方法

ガス会社の構造は、図１に示すとおり、製造部

門と供給部門に分かれ、それぞれの部門で労働

（L）、原材料（M）、資本（K）が投入される。

製造部門で製造されたガスが中間投入（Z）、す

なわち、製造部門の生産量であり、かつ、供給部

門への投入量にあたる。需要家へのガス販売量が

供給部門の生産量 Y１である。製造部門と供給部

門の投入量および生産量のデータは、以下のとお

りに作成されている。

製造部門の労働（L１）は、製造部門の従業員数

であり、『有価証券報告書』の営業費用明細表に

おける製造部門の労務費を当該企業の従業員の平

均賃金で除したものである。L１の単位は人であ

る。原材料（M１）は、ガス生産のために使用さ

れた原料である。ガス事業者によって燃料の種別

が異なるため、ここでは液化石油ガス、液化天然

ガス、天然ガスの投入量の合計（単位 トン）と

した。原料に関するデータは、『ガス事業年報』

による。資本（K１）は、『有価証券報告書』の貸

借対照表における製造設備（単位 百万円）を企

業物価指数の投資財指数で除することで作成し

た５）。製造部門の生産量は中間投入（Z）に相当

し、これは『ガス事業年報』に記載された熱量で

測ったガス生産量（単位 １０００メガジュール）で

ある。

供給部門の労働（L２）は、供給部門の従業員数

であり、L１と同様に、『有価証券報告書』の営業

費用明細表における供給部門の労務費を従業員の

平均賃金で除して作成した（単位 人）。供給部

門の原材料として、２種類の変数を採用した。一

つの変数（M２）は熱量で測った外部からのガス

購入量（単位 １０００メガジュール）であり、デー

タは『ガス事業年報』による。他方の変数（M３）

は、ガス事業者が一般に保守、点検等の業務を子

会社等にアウトソーシングしている実態から、委

託作業を変数として加えている。これは『有価証

券報告書』の営業費用明細表における委託作業費

（百万円）を企業物価指数の総平均指数で除する

ことで数量化した。総平均指数を採用した理由

は、M３と L２が代替的関係にあると考えられ、委

託作業の価格は一般的な賃金水準に連動すると仮

定したためである。資本（K２）は K１と同様に、

『有価証券報告書』の貸借対照表における供給設

備（単位 百万円）を企業物価指数の投資財指数

で除したものである。供給部門の生産量（Y１）

は、『ガス事業年報』に記載されている熱量で

測ったガス販売量（単位 １０００メガジュール）で

ある。企業物価指数の価格指数については、日本

銀行のウェブサイトから入手した。

５ 計測結果

表２は、１９９７年度から２００６年度の１３社の企業別

効率性の平均値を示したものである。大阪瓦斯と

弘前ガスの効率性が高いのに対し、西部瓦斯と四

国瓦斯の効率性は相対的に低い。全体的に製造部

門の効率性が高い（低い）事業者の供給部門の効

率性は高い（低い）傾向があり、一方のみが顕著

図２ ガス販売量と従業員数の推移
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に効率性の点で優れている（劣っている）という

事業者は見られない。また、製造部門と供給部門

の効率値の変動係数は、それぞれ０．３６８、０．２８８

で、製造部門の方が効率性の散らばりの程度は大

きい。

１３社のガス事業者の効率値を年度別に平均化し

たものが表３である。１９９７年度から２００６年度の製

造部門の効率性は、０．５７３から０．７０８、供給部門の

効率性も０．６７１から０．７９０に上昇し、時系列で効率

性が改善していることがわかる。毎年の企業別の

効率値の記載は省略しているが、大阪瓦斯の企業

全体の効率性は、すべての期間において０．８を超

え、当初から比較的効率性は高かったことに加

え、２００５年度に０．９５、２００６年度には１に達してい

る。また、東京瓦斯の場合、１９９７年度から２００４年

度では、企業全体の効率性の値は０．５７～０．８４の間

であったが、２００５年度に０．９３、２００６年度に１と

なっており、この数年間で東京瓦斯の効率性も向

上している。

xo
k*←xo

k－sk−*の関係より、どの投入要素にど

の程度の過剰性が存在するのかを検討することが

できる。ここでは、最適な投入量と実際に観察さ

れた投入量の差を観察された投入量で除すること

で、効率化を達成するために必要な生産要素の投

入量の削減率を算出した。製造部門の労働では、

東京瓦斯と大阪瓦斯の削減率が当初、６８％であっ

たのに対し、２００６年度では０％になっている。大

手２社の場合、製造部門の労働の削減率が大幅に

縮小しており、労働投入が適正量に近づいたこと

が効率性向上につながっている。今回の分析は、

効率性の変動要因を分析するものではないが、大

手ガス事業者の投入量が最適水準に近づいたこと

の背景として、競争環境の変化が挙げられる。ガ

ス市場では、１９９５年に２００万m３以上、１９９９年では

１００万m３以上、さらには２００４年には５０万m３以上

の需要家を対象に、新規参入が認められてきた。

この５０万m３以上の需要家への販売量は、市場全

体の５２％に相当し、２００４年時点で市場の半分が競

争市場になったことになる。自由化対象市場にお

ける新規参入者の販売量で測った市場占有率は、

２００６年度で９．７％にとどまっているが、競争の対

象となる大口需要家が多い都市部を供給区域とす

る東京瓦斯や大阪瓦斯では、２００５年度以降に効率

表２ 企業別平均（１９９７～２００６年度）

全体 製造部門 供給部門

東京瓦斯 ０．７３２ ０．６７９ ０．８１１

大阪瓦斯 ０．８９８ ０．８４３ ０．９８１

東邦瓦斯 ０．６２３ ０．６３４ ０．６０６

西部瓦斯 ０．３５４ ０．３０２ ０．４３１

広島ガス ０．５５９ ０．５１２ ０．６３１

山口合同ガス ０．５４９ ０．５８２ ０．５００

四国瓦斯 ０．３５１ ０．２３７ ０．５２２

日本瓦斯 ０．５０８ ０．４２３ ０．６３４

日本海ガス ０．７３７ ０．７７１ ０．６８７

新日本瓦斯 ０．６３６ ０．５６５ ０．７４３

沖縄瓦斯 ０．７２５ ０．７６０ ０．６７３

八戸ガス ０．７８７ ０．６７８ ０．９５２

弘前ガス ０．８９８ ０．８６４ ０．９４９

平均 ０．６４３ ０．６０４ ０．７０２

変動係数 ０．３０５ ０．３６８ ０．２８８

注 W１＝０．６ W２＝０．４

表３ 年度別平均

年度 全体 製造部門 供給部門

１９９７ ０．６１２ ０．５７３ ０．６７１

１９９８ ０．５９９ ０．５５６ ０．６６４

１９９９ ０．６０５ ０．５６８ ０．６６１

２０００ ０．６２５ ０．５９５ ０．６６９

２００１ ０．６２１ ０．５９２ ０．６６４

２００２ ０．６０７ ０．５６１ ０．６７７

２００３ ０．６２７ ０．５８３ ０．６９２

２００４ ０．６５６ ０．５８２ ０．７６６

２００５ ０．７３６ ０．７２０ ０．７６０

２００６ ０．７４１ ０．７０８ ０．７９０

平均 ０．６４３ ０．６０４ ０．７０２
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値が上昇しており、自由化範囲の拡大を背景に、

既存企業が効率性を高めていることがうかがえ

る。

また、政府は従来から原料としての液化天然ガ

スは安定的供給が見込まれること、高カロリーで

あるため導管効率が高まること、製造設備が簡素

化されること、輸送上の損失がなく、エネルギー

効率が高いことを理由に、石油系原料から液化天

然ガスへの転換を提唱してきた６）。現在、大手ガ

ス事業者は、液化天然ガスへの転換をほぼ完了し

たが、原料変更には液化天然ガスの受け入れや供

給のための設備の新設に加え、燃料変更に伴い、

すべての需要家のガス器具の点検、調整が必要と

なる。現在、液化天然ガスに移行中のガス事業者

もあれば、中小のガス事業者の中には、現在でも

液化石油ガスを使用し続けているところもある。

ガス事業者の規模の経済性の計測を行った竹

中・浦野（１９９４）は、液化天然ガスを原料にする

ことは、生産性を高めるが、液化天然ガスへの移

行段階では、複数の原料と製造方式の併存によっ

て液化天然ガスのメリットが相殺されること、供

給部門においても液化天然ガスへの転換のための

費用が必要となることを指摘した。本論文では、

竹中・浦野の指摘を踏まえ、計測期間である１０年

間に投入された原料（トン）のうち、液化天然ガ

スの占める比率の変化が１０％以下の８社と、比率

の変化が１０％を超える５社に区分し、効率性の時

系列変化を集計した。その結果が表４である。前

者８社のうち、４社は液化石油ガスや他の原料か

ら液化天然ガスへの移行をほぼ完了している。他

の４社は液化天然ガスよりも熱量が低い液化石油

ガスを原料として使用し続けており、液化天然ガ

スの使用はゼロである。一方、比率の変化が１０％

を超える５社のうち、比率の変化の最小値は西部

瓦斯の２４％であり、残り４社の変化率は５０％を超

える。日本海ガスでは原料に占める液化天然ガス

の比率は０％から８８％、山口合同ガスでは０％か

ら９７％に上昇しており、この１０年間に原料を液化

石油ガスから液化天然ガスに急速に移行させてい

ることがわかる。

表４に示されるとおり、原料種別の構成比率に

大きな変化がない事業者は、原料を液化天然ガス

に移行中の事業者と比較して、効率値が平均で約

０．２ポイント高い。順位和検定の結果、３種類の

効率性すべてについて１％の有意水準で移行を完

了した、あるいは燃料種別の変更を行っていない

事業者の方が、移行中の事業者の効率性よりも高

い。原料を液化天然ガスに転換することは、経済

性の点で有利ではあるが、移行期間中は二重投資

や保安サービスの点から費用を要し、効率性の向

上を期待することは難しいと言える。

また、燃料構成比の変化が小さいガス事業者８

社に限定して効率性の再計測を行った結果、１０年

間の８社の効率値平均は、企業全体で０．７５８、製

造部門で０．７２９、供給部門で０．８０２であった。３種

類すべてに関し効率性の平均値を上回るのが、大

阪瓦斯と弘前ガスである。八戸ガスは製造部門の

効率性が平均をわずかに下回るが、他の２つの効

率値では平均を上回る。つまり、八戸ガスや弘前

ガスは、原料として液化石油ガスを使用している

ものの、比較的高い効率性を達成していると言う

ことができる。図２で示されるとおり、ガスの販

売量は全体としては増加しているが、八戸ガスと

弘前ガスでは減少傾向にあり、大規模な設備投資

は行われていない。これら２社の効率性が相対的

に高い要因に関しては、詳細な分析が必要である

が、市場の低迷による投入の抑制に加え、これら

の企業が置かれている競争環境も影響していると

考えられる。供給区域内世帯数に対するメーター

取り付け数の比率で定義したガスの世帯普及率

は、大阪瓦斯でほぼ１００％であるのに対し７）、八戸

ガスの普及率は、２００６年度で３６．６％、弘前ガスで

は４０．８％である。本論文の対象である一般ガス事

業者は、導管を通じてガスを供給する。これ以外

の主たるガスの提供形態として、液化石油ガスを

入れたボンベを需要家の近隣に設置してガスを供

給する方式がある。このような液化石油ガス販売

業は、ガス事業法ではなく、液化石油ガスの保安

の確保及び取引の適正化に関する法律で規定さ

れ、一般ガス事業者と比べ簡素化された規制下に

ある。この液化石油ガス販売業者には供給義務は

なく、導管の敷設を必要としないため、需要密度
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の低い地域にも参入可能であり、また、一般ガス

事業者の供給区域内にも参入することができる。

家計や企業のエネルギー源としては、石油、電

気、ガスがあり、ガスの中でも一般ガス事業者と

ボンベによる販売とは競合関係にある。普及率が

低い一般ガス事業者の場合、石油や電気に加え、

液化石油ガス販売業者からの競争圧力を受けてい

ることも考えられる。

６ おわりに

本論文では、ネットワーク DEAによって都市

ガス事業の技術効率性の計測を行い、１０年間の効

率性の変化について分析した。ガス市場では１９９５

年より段階的に新規参入が認められているが、自

由化対象が拡大された２００４年以降のガス会社の効

率性については改善が見られる。効率性の向上に

は景気回復や他のエネルギーからの転換に伴う需

要の増大が影響していると思われるが、競争が既

存事業者の効率化のインセンティブになった可能

性も考えられる。また、原料の種別を変更中のガ

ス会社は、既に液化天然ガスへの移行を終えた企

業あるいは移行を行っていない企業よりも効率性

は平均で低いという結果が得られた。液化天然ガ

スは経済性が高い原料ではあるが、移行に伴う非

効率性は加味する必要がある。

ここで、同じネットワーク産業であり、競争が

進展している情報通信産業の競争形態とガス産業

とを比較してみよう。都市ガスと呼ばれる一般ガ

ス事業は、１９９５年に始まる段階的な自由化以前か

ら、石油、電力、液化石油ガス販売業者と競争関

係にあった。つまり、ガス事業では、いわゆる

モード間競争が以前から存在し、これに加えて大

口需要家を対象とする自由化によって、市場は限

定されるが、モード内競争が発生するようになっ

た。これは情報通信産業の競争とは異なる経路を

たどっている。情報通信産業の場合は、日本電信

電話公社の民営化とともに、大口・小口という利

用者層やサービスの区分なく、すべての分野に新

規参入が認められた。その結果、長距離通信や移

動体通信等、同種のサービスを提供する事業者が

出現し、既存事業者である NTTとの間でモード

内競争が機能するようになった。その後、ブロー

ドバンド・インターネットの普及を背景に、通信

と放送の融合や固定通信と移動体通信の融合とい

うネットワーク統合が進みつつあり、これに伴っ

表４ 原料に占める LNG比率変化別の効率性

全体 製造部門 供給部門

年度 １０％以下 １０％超 １０％以下 １０％超 １０％以下 １０％超

１９９７ ０．７０３ ０．４６６ ０．６６４ ０．４２７ ０．７６２ ０．５２５

１９９８ ０．６８４ ０．４６４ ０．６３７ ０．４２７ ０．７５３ ０．５２０

１９９９ ０．６８３ ０．４８２ ０．６３９ ０．４５４ ０．７４８ ０．５２３

２０００ ０．７０３ ０．５００ ０．６６５ ０．４８３ ０．７５９ ０．５２６

２００１ ０．７０１ ０．４９３ ０．６６１ ０．４８２ ０．７６１ ０．５０９

２００２ ０．６７６ ０．４９６ ０．６１３ ０．４７７ ０．７７１ ０．５２６

２００３ ０．６９４ ０．５１９ ０．６３９ ０．４９４ ０．７７７ ０．５５６

２００４ ０．７４５ ０．５１４ ０．６８２ ０．４２３ ０．８３９ ０．６５０

２００５ ０．７９６ ０．６４０ ０．７５４ ０．６６６ ０．８５９ ０．６０１

２００６ ０．８７５ ０．５２７ ０．８５３ ０．４７５ ０．９０７ ０．６０４

平均 ０．７２６ ０．５１０ ０．６８１ ０．４８１ ０．７９４ ０．５５４
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て、従来の市場の枠を超えたモード間競争が起

こっている。これまでの情報通信市場における

モード内競争は、サービス内容の差別化が長期に

わたって維持しにくく、競争は主として価格競争

であり、それぞれの市場で事業者が互いの行動を

意識する、いわゆる顔の見える競争が行われてき

た。一方、エネルギー市場において従来から存在

しているモード間競争では、電気やガスというよ

うなエネルギーの種別によって、消費者が購入す

る機器が特定される。これらの機器は、相当の価

格がつけられた耐久消費財であるため、いったん

設置された機器は、消費者が種別を超えて事業者

を変更する際の障壁となり、モード間競争の機能

の制約にもなり得る。ガス事業の場合、モード内

競争は始まって間がないが、これはモード間競争

よりも企業に対し直接的な影響を与えると想定さ

れる。一般ガス事業者は、大口需要家市場におけ

る競争の進捗状況によっては、これまで以上に効

率化を求められることになるであろう。

最後に、本論文の計測の問題点を挙げておきた

い。日本の一般ガス事業には、２００６年度末で１８０

の私営事業者、３４の公営事業者が存在する。しか

し、２００６年度時点で『有価証券報告書』を提出し

ている企業は２２社に限られ、また、過去にさかの

ぼって報告書を提出している企業であり、かつ、

一定程度、自社でガスを製造している企業を対象

にした結果、今回の計測対象は１３社に限定される

こととなった。今回の対象企業の２００６年度時点の

生産量は、日本の私営一般ガス事業者全体の

８１．６％を占め、生産量ベースでは市場の大半を反

映しているが、企業数の観点では、ごく一部の企

業を対象とした分析であることは認識しておく必

要がある。

本研究は、科学研究費補助金（基盤研究B、課

題番号１９３１００９８）による研究助成を受けている。

注

１）ガス事業の制度改革については、井手・岡本

（２００４）および藤原（２００７）参照。

２）メガジュールはガス１m３の熱量であり、１

メガジュール＝２３８kcalである。

３）一般ガス事業者とは、ガス事業法第２条で、

「一般の需要に応じ導管によりガスを供給

し、経済産業大臣から許可を受けた事業者」

と定義される。

４）ガス需要については、経済産業省『エネル

ギーに関する年次報告書』、資源エネルギー

庁の『制度改革評価小委員会報告書』の参考

資料等で分析が行われている。

５）資本データについては、一般的にベンチマー

クとなる資本データをもとに、恒久棚卸法を

使って系列を作成する方法がとられるが、今

回は適切なベンチマークのデータが存在しな

い。また、ガスの製造方法が異なるため、資

本全体を代表する物量ベースのデータも見あ

たらない。資本データの代理変数として減価

償却費等の費用データを採用することも考え

たが、とりわけ小規模なガス事業者において

は、会計方法の変更等により減価償却費は大

きく変動する。資本設備が毎年著しい変動を

することは現実的ではないことから、本論文

では貸借対照表の製造設備、供給設備を実質

化した上で使用した。資本に関するデータの

精緻化については、今後の課題である。

６）液化天然ガスへの移行については、１９７７年の

総合エネルギー調査会基本問題懇談会の中間

答申で明記され、現在、財団法人天然ガス導

入促進センターで液化天然ガスへの転換の支

援措置がとられている。

７）大阪瓦斯全体としての普及率は１００％ではあ

るが、奈良県の普及率は２００６年度末現在、７４．０

％、滋賀県で６３．２％、和歌山県では４７．５％で

ある。大阪瓦斯の場合、大阪府、京都府、兵

庫県の３県の需要家で大阪瓦斯の需要家全体

の９５％を占めるため、普及率は高くなるが、

大都市を含まない地域では、導管によるガス

供給が全域的に行われているわけではない。

また、世帯普及率は、どの範囲までを業務区

域とするかという設定によっても影響を受け

る。
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Efficiency of Japanese Gas Business

SUMIKO ASAI

School of Social Information Studies, Otsuma Women’s University

Abstract
In the Japanese gas business, new entry to the market for large-scale users has been

authorized by the revision of the Gas Business Law in 1995. Continuously, the field of lib-

eralization was expanded between 1999 and 2004. This paper calculates the efficiency of

gas companies during the period from 1997 to 2006 using network DEA and evaluates the

effect of the regulatory reform in the gas market.

As a result of calculation, the efficiencies in both manufacturing and distribution sec-

tors have improved since 2004. Furthermore, gas companies have recently substituted

liquid natural gas (LNG) for liquid petroleum gas (LPG) as material for the manufacture

of gas. Although LNG has economic merits, efficiency of the gas companies in transition

from LPG to LNG was lower than that of other companies. The result implies that the im-

provement of efficiency may not be expected when they are in transition.

Key Words（キーワード）
gas（ガス），network DEA（ネットワーク DEA），efficiency（効率性）
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